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━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

           社会保障・税一体改革について 

         ～ 社会保障の充実と安定のために ～ 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 

 今回は、厚生労働省はじめ政府が一体となって取り組んでいる「社会保障・ 

税一体改革」についてご紹介します。 

 

 国民皆保険・皆年金を柱とする日本の社会保障制度ができて、半世紀がたち 

ました。保険証１枚で全国どこでも医療が受けられ、高齢になると年金が支給 

される日本の社会保障制度は、「支え合う社会」の基盤となっており、世界に 

誇ることができる日本国民の共有財産です。 

 

 しかし今、その制度が揺らいでいます。少子高齢化、非正規労働者の増加や、 

三世代同居の減少、高齢独居世帯の増加や地域社会のつながりの希薄化など、 

日本の社会保障制度が前提としてきた社会経済情勢が大きく変化しているため 

です。 

 社会保障制度をより強化し、持続可能なものとするためにも、まず、子ども・ 

子育て支援や若者の雇用対策などをさらに強化し、「全世代対応型」の社会保 

障に転換する必要があります。 

 

 一方、社会保障は、現在は約 60兆円の保険料と 40兆円の公費で成り立って 

います。公費のうち国の負担分は約 30 兆円ですが、これは国の一般会計予算 

（約 50兆円）の半分を超えているため、相当部分が将来世代への負担のつけ 

回しである国債で賄われています。すなわち、今すでに支払われている社会 

保障給付に見合った負担が確保できていない状況で、この将来世代に先送りし 

ている事態を早期に解消することが急務となっています。 

 

 これを受け、私たちや私たちの子や孫の世代のすべての人が、より受益を実感 

できる、持続可能な社会保障制度に再構築していくのが「社会保障・税一体改革」 

です。 

 



 ＜具体的には・・・＞ 

１．子ども・子育て新システムを創設し、未来への投資を強化 

２．医療・介護サービス保障の強化や、社会保険制度のセーフティネット機能の強化 

３．就労や生活支援などの貧困・格差対策の強化 

４．出産・子育てを含む多様な生き方や働き方を支える社会保障制度 

５．若者などの雇用対策の強化や非正規労働者の雇用の安定・処遇改善 

 

 今後、このメルマガを通じて、皆さまの関心の高い分野を中心に、具体的に説明 

していきます。 

 

 ※ 以下の厚生労働省ホームページ等もご参照ください。 

 【社会保障・税一体改革に関する厚生労働省の HPはこちら】 

  

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/shakaihoshou/kaikaku.ht

ml  

 【社会保障・税一体改革素案】 

  http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/shakaihoshou/dl/ 

  zeiittaikaikaku_souan.pdf  

 【facebook 社会保障と税の明日を考える（内閣官房）】 

  http://www.facebook.com/#!/syakaihosyou  
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★配信停止の手続き  https://krs.bz/roumu/m?f=8  

★バックナンバー   http://merumaga.mhlw.go.jp/backnumber/index.html  

★登録に関するお問い合わせ  https://krs.bz/roumu/m?f=11  

★メルマガの内容に関するお問い合わせ（厚労省ホームページ「国民の皆様の声」 

 へリンク）  https://www-secure.mhlw.go.jp/getmail/getmail.html  

★注意事項についてはこちらをご覧ください。 

  http://merumaga.mhlw.go.jp/  

★編集：厚生労働省 

 

●当メールマガジンは外部の電子メール配信サービスを利用して行っています。 

●登録していないにも関わらず本メールが配信された場合は、他の方が間違えて 

 登録した可能性がありますので、配信停止の手続きをお願いします。 

●当メールマガジンの送信元アドレスは送信専用となっています。 



●携帯メールなどには対応しておりません。 

●可能であれば等幅フォントにてご覧ください。 

●当メールマガジンの内容の全部または一部については、私的使用または引用など 

 著作権法上認められた行為として、出所を明示することにより引用、転載、複製 

 を行うことができます。 
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